
美浜発電所第３号機、大飯発電所第３、４号機
所内常設直流電源設備（３系統目）設置工事に係る

設計及び工事計画認可申請について

２０２１年 ６月 １５日

関西電力株式会社

資料２－１



今回のご説明内容
美浜発電所第３号機、大飯発電所第３，４号機に設置予定である所内常設直流電源設備（３系統目）

について、工事概要及び技術基準への適合性について説明する。
本資料の表現として、「本申請における蓄電池（３系統目）特有の設計情報等の重要な記載」を赤字で明示

し、各発電所の設計における差異について、該当ページを-1, -2として各発電所に分けて記載するとともに、「各発
電所で設計上の差異がある記載」を青字で明示する。

なお、機密に係る記載については、記載を公開可能な表現に変更している。
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１．所内常設直流電源設備（３系統目）の概要（美浜３号機）

所内常設直流電源設備（３系統目）の給電系統図

既設 DB設備（黒線）
既設 常設SA設備（緑線）

（凡例）

既設 可搬SA設備（緑点線）

空冷式非常用発電装置：
常設SA（交流）

蓄電池（安全防護系用（Ａ系））：
DB（直流）／SA（直流）として兼用

【今回申請】 蓄電池（3系統目）:常設SA（直流）

特定重大事故等対処施設の建屋

（約3,000A・h×1系統）

代替所内
電気設備

（２系統目）

6.6kV 非常用高圧母線（Ａ系）

非常用
発電機

440V 非常用低圧母線（Ａ系）
充電器（整流器）

125V 直流き電盤（Ａ系）

（１系統目）

（約2,200A・h×2系統）

可搬式整流器：
可搬SA（直流）

電源車：
可搬SA（交流）

（３系統目）

充電器盤（３系統目蓄電池用）
一体形低圧配電盤

蓄電池（３系統目）は、ＳＢＯ発生後、既設の蓄電池（安全防護
系用）２系統のうち一方が機能喪失した場合、可搬型直流電源設備
（２系統目）よりも先に給電を開始

切替盤（SA監視計器用
電源直流入力切替盤）

（Ｂ系の直流き電盤へ）

（A系の例）

ＳＡ監視計器用電源へ
（プラント監視計器に給電）

今回新設する設備（赤線）

2 -1

切替盤は、美浜３号機においては既設、
大飯３、４号機においては新設



１．所内常設直流電源設備（３系統目）の概要（大飯３，４号機）

所内常設直流電源設備（３系統目）の給電系統図

空冷式非常用発電装置：
常設SA（交流）

蓄電池（安全防護系用（Ａ系））：
DB（直流）／SA（直流）として兼用

【今回申請】 蓄電池（3系統目）:常設SA（直流）

特定重大事故等対処施設の建屋

（約3,000A・h×1系統）

代替所内
電気設備

（２系統目）

6.6kV 非常用高圧母線（Ａ系）

非常用
発電機

440V 非常用低圧母線（Ａ系）
充電器（整流器）

125V 直流き電盤（Ａ系）

（１系統目）

（約2,400A・h×2系統）

可搬式整流器：
可搬SA（直流）

電源車：
可搬SA（交流）

（３系統目）

充電器盤（３系統目蓄電池用）
一体形低圧配電盤

蓄電池（３系統目）は、ＳＢＯ発生後、既設の蓄電池（安全防護
系用）２系統のうち一方が機能喪失した場合、可搬型直流電源設備
（２系統目）よりも先に給電を開始

切替盤
（Ｂ系の直流き電盤へ）

（A系の例）

2

既設（DB）設備（黒線）
SA設備のうち常設（緑線）

（凡例）

SA設備のうち可搬（緑点線）
今回新設する設備（赤線）

-2

切替盤は、美浜３号機においては既設、
大飯３、４号機においては新設

ケーブル接続盤は、大飯３、４号機に
おいてのみ設置 ケーブル接続盤



技術基準規則 技術基準規則の解釈

（電源設備）
第七十二条
２ 発電用原子炉施設には、第四十五条第一項の規定

により設置される非常用電源設備及び前項の規定によ
り設置される電源設備のほか、設計基準事故対処設
備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した
場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の
破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停
止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するための
常設の直流電源設備を施設しなければならない。

第７２条（電源設備）
２ 第２項に規定する「常設の直流電源設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための設備とする。
ａ）更なる信頼性を向上するため、負荷切り離し（原子炉制御室

又は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離し
を行う場合を含まない。）を行わずに8 時間、その後、必要な
負荷以外を切り離して残り16 時間の合計24 時間にわたり、
重大事故等の対応に必要な設備に電気の供給を行うことが可
能であるもう１系統の特に高い信頼性を有する所内常設直流
電源設備（3 系統目）を整備すること。

（１）設計及び工事計画概要
美浜３号機について、技術基準規則第72条に基づき、特に高い信頼性を有する所内常用直流電源設備（３

系統目）として、蓄電池（３系統目）１系統を設置する。
蓄電池（３系統目）は、常設重大事故等対処設備として既設の蓄電池（安全防護系用）と同様の機能が

要求されており、その基本設計方針については平成28年10月26日付け原規規発第1610261号にて認可さ
れた工事計画と同様である。ただし、特に高い信頼性の要求に対して、高い耐震性を確保する観点から特定重
大事故等対処施設（以下、特重施設という。）の建屋等に設置する方針のため、地震、津波その他の自然現
象等への対応については、令和3年４月６日付け原規規発第2104061号にて認可された特重施設の工事計
画によるとしている。

２．設計及び工事計画認可申請書の概要（１／３）（美浜３号機） 3 -1

当該技術基準規則及びその解釈に対する基本設計方針については、 に示す通り。9 -1



（１）設計及び工事計画概要
大飯３号機及び４号機について、技術基準規則第72条に基づき、特に高い信頼性を有する所内常設直流電

源設備（３系統目）として、蓄電池（３系統目）１系統を設置する。
蓄電池（３系統目）は、常設重大事故等対処設備として既設の蓄電池（安全防護系用）と同様の機能が

要求されており、その基本設計方針については平成29年8月25日付け原規規発第1708254号及び平成29
年8月25日付け原規規発第1708255号にて認可された工事計画と同様である。ただし、特に高い信頼性の
要求に対して、高い耐震性を確保する観点から特定重大事故等対処施設（以下、特重施設という。）の建屋
等に設置する方針のため、地震、津波その他の自然現象等への対応については、令和２年８月２６日付け関
原発第２６８号及び２６９号にて認可申請した特重施設の工事計画によるとしている。

２．設計及び工事計画認可申請書の概要（１／３）（大飯３，４号機） 3 -2

技術基準規則 技術基準規則の解釈

（電源設備）
第七十二条
２ 発電用原子炉施設には、第四十五条第一項の規定

により設置される非常用電源設備及び前項の規定によ
り設置される電源設備のほか、設計基準事故対処設
備の電源が喪失したことにより重大事故等が発生した
場合において炉心の著しい損傷、原子炉格納容器の
破損、貯蔵槽内燃料体等の著しい損傷及び運転停
止中原子炉内燃料体の著しい損傷を防止するための
常設の直流電源設備を施設しなければならない。

第７２条（電源設備）
２ 第２項に規定する「常設の直流電源設備」とは、以下に掲げる措置

又はこれと同等以上の効果を有する措置を行うための設備とする。
ａ）更なる信頼性を向上するため、負荷切り離し（原子炉制御室

又は隣接する電気室等において簡易な操作で負荷の切り離し
を行う場合を含まない。）を行わずに8 時間、その後、必要な
負荷以外を切り離して残り16 時間の合計24 時間にわたり、
重大事故等の対応に必要な設備に電気の供給を行うことが可
能であるもう１系統の特に高い信頼性を有する所内常設直流
電源設備（3 系統目）を整備すること。

当該技術基準規則及びその解釈に対する基本設計方針については、 に示す通り。9 -2



２．設計及び工事計画認可申請書の概要（２／３）（美浜-大飯 差異なし） 4

（２）工事計画（本文）等
所内常用直流電源設備（３系統目）設置工事について、今回の設計及び工事計画認可申請書（本文）

の記載概要を以下に示す。具体的な申請内容については、9ページに示す。

施設の種類 本文の記載概要（既工認からの変更箇所）

その他発電用
原子炉の附属

施設

非常用電源設備

蓄電池（３系統目）の要目表を追加
基本設計方針の変更（個別項目）
・「第2章 3.1常設直流電源設備」に所内常設直流電源設備（３系統目）として設置する蓄電池（３
系統目）の設計方針を追加

・「第2章 5.主要対象設備 表1 非常用電源設備の主要設備リスト」に蓄電池（３系統目）を追加
基本設計方針の変更（共通項目）
・「第1章 2.1地震による損傷の防止 第2.1.2表 重大事故等対処施設（主要設備）の設備分類」に
蓄電池（３系統目）を追加

・「第1章 2.3外部からの衝撃による損傷の防止 2.3.1.3(1)a.竜巻」において、屋内の重大事故等対処
設備の竜巻防護対策に位置的分散を考慮した配置を追加

・「第1章 5.1.1.5環境条件等」において、重大事故等対処設備の設置場所に特重施設の建屋を追加

火災防護設備

消火設備（主配管）の要目表を追加
基本設計方針の変更
・「第2章 1.1設計基準対象施設及び重大事故等対処施設」において、火災区域及び火災区画に特重施
設の建屋等を追加。竜巻（風（台風）を含む。）からの防護対策に地中トレンチへの設備の設置を追加。
火災感知設備の電源及び監視場所に特重施設内の設備及び場所を追加。

浸水防護施設 ・変更なし

9



（３）添付書類
実用炉規則別表第二に従い、以下の添付書類を添付している。主な添付書類の詳細については、10～15

ページの「５．所内常設直流電源設備（３系統目）の設計」にて説明をする。
添付書類 記載概要 ページ番号

資料１ 発電用原子炉の設置の許可との整合
性に関する説明書 設計及び工事の計画が設置許可の基本方針に従った設計であることを説明する。 －

資料２ 設備別記載事項の設定根拠に関する
説明書 蓄電池（３系統目）の容量等の設定根拠について説明する。

資料３
安全設備及び重大事故等対処設備が
使用される条件の下における健全性に
関する説明書

「多重性、多様性及び位置的分散」、「悪影響防止」、「環境条件等」並びに「操作性及び
試験・検査性」について説明し、技術基準規則第54条（重大事故等対処設備）に適合
していることを示す。

、

資料４ 発電用原子炉施設の火災防護に関す
る説明書

火災発生防止、火災の感知及び消火のそれぞれを考慮した火災防護対策を行うことを説
明し、技術基準規則第52条（火災による損傷の防止）に適合していることを示す。 、

資料５ 発電用原子炉施設の溢水防護に関す
る説明書

溢水の発生により要求される機能を損なうおそれがある場合に、溢水防護対策その他の適
切な処置を実施することを説明し、技術基準規則第54条（重大事故等対処設備）に適
合していることを示す。

資料６ 耐震性に関する説明書

技術基準規則第50条（地震による損傷の防止）に適合しており、また、第72条（電源設
備）の特に高い信頼性の要求を受けて、基準地震動Ssによる地震力に対して重大事故
等に対処するために必要な機能が損なわれる恐れがないことに加え、弾性設計用地震動
Sdによる地震力又は静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して概ね弾性状態に
留まる範囲で耐えられる設計とすることについて説明する。

資料７ 強度に関する説明書 所内常設直流電源設備（３系統目）の設置に伴い、材料及び構造の要求が追加又は
変更となる消火設備（主配管）が十分な強度を有する設計とすることを説明する。

資料８ 設計及び工事に係る品質マネジメントシ
ステムに関する説明書

「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」に基づき、設計に係る品質管理の方法に
より行った管理の実績又は行おうとしている管理の計画、並びに、工事及び検査に係る品
質管理の方法、組織等についての具体的な計画を示す。

－

5２．設計及び工事計画認可申請書の概要（３／３）（美浜-大飯 差異なし）
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３．技術基準規則適合のための設計方針等について（１／３）（美浜-大飯 差異なし）

技術基準規則 基本設計方針（主な変更例を示す） 添付書類他について

第５０条 地震
による損傷の防
止（第１項）

一 常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対処施
設（特定重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力
に対して重大事故に至るおそれがある事故に対処するために必要な機能
が損なわれるおそれがないこと。

三 常設重大事故緩和設備が設置される重大事故等対処施設（特定
重大事故等対処施設を除く。） 基準地震動による地震力に対して重
大事故に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないこと。

既工事計画の基本設計方針内の重大事故等対処施設
（主要設備）の設備分類の表に蓄電池（３系統目）
を追加
第２．１．２表 重大事故等対処施設（主要設備）
の設備分類 に「蓄電池（３系統目）」を追加

・耐震性に関する説明書

所内常設直流電源設備
（３系統目）の設置に伴い、
十分な耐震性を有することを
確認した。

第５２条 火災
による損傷の防
止（第１項）

一 火災の発生を防止するため、次の措置を講ずること。
イ 発火性又は引火性の物質を内包する系統の漏えい防止その他の措
置を講ずること。
ロ 重大事故等対処施設には、不燃性材料又は難燃性材料を使用する
こと。ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。
（１） 重大事故等対処施設に使用する材料が、代替材料である場合
（２） 重大事故等対処施設の機能を確保するために必要な代替材
料の使用が技術上困難な場合であって、重大事故等対処施設における
火災に起因して他の重大事故等対処施設において火災が発生すること
を防止するための措置が講じられている場合
ハ 避雷設備その他の自然現象による火災発生を防止するための設備を
施設すること。
ニ 水素の供給設備その他の水素が内部に存在する可能性がある設備
にあっては、水素の燃焼が起きた場合においても重大事故等対処施設の
重大事故等に対処するために必要な機能を損なわないよう施設すること。
ホ 放射線分解により発生し、蓄積した水素の急速な燃焼によって、重大
事故等対処施設の重大事故等に対処するために必要な機能を損なうお
それがある場合には、水素の蓄積を防止する措置を講ずること。

二 火災の感知及び消火のため、火災と同時に発生すると想定される自
然現象により、火災感知設備及び消火設備の機能が損なわれることが
ないように施設すること。

既工事計画に蓄電池（３系統目）を設置する特定重
大事故等対処施設の建屋等の情報を追加
建屋内、原子炉格納容器、アニュラス及びトレンチ内の火
災区域は、耐火壁により囲まれ、他の区域と分離されてい
る区域を、火災防護上重要な機器等及び重大事故等
対処施設並びに壁の配置を系統分離も考慮して、火災
区域として設定する。

・発電用原子炉施設の火災
防護に関する説明書

所内常設直流電源設備
（３系統目）の設置に伴い、
火災発生防止、火災の感知
及び消火のそれぞれを考慮し
た火災防護対策が図られてい
ることを確認した。

6

15

13 14



技術基準規則 基本設計方針（主な変更例を示す） 添付書類他について

第５４条
重大事故等
対処設備
（第１、２
項）

第１項
一 想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射
線、荷重その他の使用条件において、重大事故等に対処するた
めに必要な機能を有効に発揮すること。

二 想定される重大事故等が発生した場合において確実に操作
できること。

三 健全性及び能力を確認するため、発電用原子炉の運転中
又は停止中に必要な箇所の保守点検（試験及び検査を含
む。）ができること。

四 本来の用途以外の用途として重大事故等に対処するために
使用する設備にあっては、通常時に使用する系統から速やかに切
り替えられる機能を備えること。

五 工場等内の他の設備に対して悪影響を及ぼさないこと。

六 想定される重大事故等が発生した場合において重大事故等
対処設備の操作及び復旧作業を行うことができるよう、放射線
量が高くなるおそれが少ない設置場所の選定、設置場所への遮
蔽物の設置その他の適切な措置を講ずること。

第２項
一 想定される重大事故等の収束に必要な容量を有すること。

三 常設重大事故防止設備には、共通要因（設置許可基準
規則第二条第二項第十八号に規定する共通要因をいう。以下
同じ。）によって設計基準事故対処設備の安全機能と同時にそ
の機能が損なわれるおそれがないよう、適切な措置を講ずること。

既工事計画に所内常設直流電源設備（３系統目）設置
場所である特定重大事故等対処施設の建屋の記載を追加
原子炉補助建屋内、緊急時対策所内及び特重施設の建
屋内の重大事故等対処設備は、重大事故等時におけるそれ
ぞれの場所の環境条件を考慮した設計とする。

既工事計画に所内常設直流電源設備（３系統目）設置
場所である特定重大事故等対処施設の建屋の記載を追加
屋内の重大事故等対処設備は、竜巻による風圧力による荷
重に対し、環境条件を考慮して竜巻による荷重により機能を
損なわないように、重大事故等対処設備を内包する施設によ
り防護する、若しくは位置的分散を考慮した配置により、機能
を損なわない設計とすることを基本とする。

・安全設備及び重大事故等対処設
備が使用される条件の下における
健全性に関する説明書

所内常設直流電源設備（３系統
目）の設置に伴い、想定される重大
事故等が発生した場合の使用条件
等での健全性について確認した。

３．技術基準規則適合のための設計方針等について（２／３） （美浜-大飯 差異なし） 7
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技術基準規則 基本設計方針（主な変更例を示す） 添付書類他について

第７２条
電源設備
（第２項）

発電用原子炉施設には、第四十五条第一項の規
定により設置される非常用電源設備及び前項の規
定により設置される電源設備のほか、設計基準事
故対処設備の電源が喪失したことにより重大事故
等が発生した場合において炉心の著しい損傷、原
子炉格納容器の破損、貯蔵槽内燃料体等の著し
い損傷及び運転停止中原子炉内燃料体の著しい
損傷を防止するための常設の直流電源設備を施
設しなければならない。

既工事計画に所内常設直流電源設備（３系統目）に関する記載を追加
更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流
動力電源喪失）した場合に、重大事故等の対応に必要な設備に直流電力を供
給するため、特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（3系統目）とし
て、蓄電池（3系統目）を使用する。

・単線結線図、設定根拠他
所内常設直流電源設備（３
系統目）が、設計基準事故
対処設備の電源が喪失したこと
により重大事故等が発生した
場合において、炉心の著しい損
傷、原子炉格納容器の破損、
貯蔵槽内燃料体等の著しい損
傷及び運転停止中原子炉内
燃料体の著しい損傷を防止す
る機能を有した常設の直流電
源設備であることを確認した。

第７８条
準用（第２
項）

原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術
基準を定める命令第四条から第十六条まで、第十
九条から第二十八条まで及び第三十条から第三
十五条までの規定は、重大事故等対処施設に施
設する電気設備について準用する。

（例：原子力発電工作物に係る電気設備に関
する技術基準を定める命令 第４条）
電気設備は、感電、火災その他人体に危害を及ぼ
し、又は物件に損傷を与えるおそれがないように施
設しなければならない。

既工事計画からの変更なし
設計基準対象施設及び重大事故等対処施設に施設する電気設備（以下、
「電気設備」という。）は、感電又は火災のおそれがないように接地し、充電部分
に容易に接触できない設計とする。

・基本設計方針のとおり

３．技術基準規則適合のための設計方針等について（３／３）（美浜-大飯 差異なし）

・第８条（立ち入りの防止）、第９条（発電用原子炉施設への人の不法な侵入等の防止）、第１０条（急傾斜地の崩壊の防止）、第１３条（安全避難通路等）、
第４７条（警報装置等）、第４９条（重大事故等対処施設の地盤）、第５１条（津波による損傷の防止）についても、重大事故等対処設備に対する要求であり
関係条文となるが、本工事計画において、既工事計画の適合性確認結果に影響を与えるものではない。

8

詳細は に示す通り9
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４．所内常設直流電源設備（３系統目）の基本設計（美浜３号機） 9

（１）基本設計方針
技術基準規則第７２条第２項を踏まえた主な変更箇所として、その他発電用原子炉の附属施設（非常用電

源設備）の基本設計方針に、蓄電池（３系統目）からの電力供給に係る記載を追加している。具体的な追記
内容は、以下の下線部のとおり。

３．直流電源設備及び計器用電源設備
３．１ 常設直流電源設備
（略）
更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合に、重大事故等の対

応に必要な設備に直流電力を供給するため、特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（3系統目）として、蓄電池（3
系統目）を使用する。
蓄電池（3系統目）は、充電器（3系統目蓄電池用）（400Aのものを1個）より、A直流母線又はB直流母線へ、電力を供

給できる設計とする。
この設備は、負荷切り離しを行わずに24時間（ただし、「負荷切り離しを行わずに」には、中央制御室において簡易な操作で負

荷の切り離しを行う場合を含まない。）にわたり、電力の供給を行うことが可能な設計とする。

また、蓄電池（3系統目）及びその電路は、特に高い信頼性を有する直流電源設備とするため、基準地震動Ssによる地震力
に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことに加え、弾性設計用地震動Sdによる地震力ま
たは静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられるように設計する。
蓄電池（3系統目）を使用した直流電源は、蓄電池（3系統目）から直流き電盤までの系統において独立した電路で系統構

成することにより、蓄電池（安全防護系用）並びに電源車及び可搬式整流器を用いた電源系統に対して独立した設計とする。
蓄電池（3系統目）は、原子炉補助建屋内のディーゼル発電機及び蓄電池（安全防護系用）に対して、特重施設の建屋内

に設置することで、位置的分散を図る設計とする。
また、蓄電池（3系統目）は、原子炉補助建屋から100m以上の離隔距離を確保した複数箇所に分散して保管する電源車及

び原子炉補助建屋内の可搬式整流器を用いた可搬型直流電源設備に対して、特重施設の建屋内に設置することで、位置的分
散を図る設計とする。
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４．所内常設直流電源設備（３系統目）の基本設計（大飯３、４号機）

（１）基本設計方針
技術基準規則第７２条第２項を踏まえた主な変更箇所として、その他発電用原子炉の附属施設（非常用電

源設備）の基本設計方針に、蓄電池（３系統目）からの電力供給に係る記載を追加している。具体的な追記
内容は、以下の下線部のとおり。

３．直流電源設備及び計器用電源設備
３．１ 常設直流電源設備
（略）
更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪失）した場合に、重大事故等の対

応に必要な設備に直流電力を供給するため、特に高い信頼性を有する所内常設直流電源設備（3系統目）として、蓄電池（3
系統目）を使用する。
蓄電池（3系統目）は、充電器（3系統目蓄電池用）（400Aのものを1個）より、A直流母線又はB直流母線へ、電力を供

給できる設計とする。
この設備は、負荷切り離しを行わずに8時間（ただし、「負荷切り離しを行わずに」には、中央制御室において簡易な操作で負荷

の切り離しを行う場合を含まない。）、その後、必要な負荷以外を切り離して残り16時間の合計24時間にわたり、電力の供給を
行うことが可能な設計とする。
また、蓄電池（3系統目）及びその電路は、特に高い信頼性を有する直流電源設備とするため、基準地震動Ssによる地震力

に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことに加え、弾性設計用地震動Sdによる地震力ま
たは静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられるように設計する。
蓄電池（3系統目）を使用した直流電源は、蓄電池（3系統目）から直流き電盤までの系統において独立した電路で系統構

成することにより、蓄電池（安全防護系用）並びに電源車及び可搬式整流器を用いた電源系統に対して独立した設計とする。
蓄電池（3系統目）は、原子炉周辺建屋内のディーゼル発電機及び制御建屋内の蓄電池（安全防護系用）に対して、特重

施設の建屋内に設置することで、位置的分散を図る設計とする。
また、蓄電池（3系統目）は、原子炉周辺建屋から100m以上の離隔距離を確保した複数箇所に分散して保管する電源車及

び制御建屋内の可搬式整流器を用いた可搬型直流電源設備に対して、特重施設の建屋内に設置することで、位置的分散を図
る設計とする。
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（１）蓄電池（３系統目）の容量設定根拠（添付資料２詳細）

10５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（１／６）（美浜３号機）

蓄電池(3系統目)の必要容量は、全交流動力電源喪失時に必要な直流負荷へ電力を供給する容量を
以下の通り算出し、3,000Ah/組とする。 蓄電池(3系統目)の容量の算出にあたっては、B系よりも負荷の
大きいA系により行うこととし、その負荷を第1表に示す。

以上より、蓄電池(3系統目)
の容量は、2,154Ahを上回
る3,000Ah/組とする。

（参考文献：「据置蓄電池の容量算出法」
（SBA S 0601-2014））

-1



（１）蓄電池（３系統目）の容量設定根拠（添付資料２詳細、以下は3号の例）

５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（１／６）（大飯３，４号機）

蓄電池(3系統目)の必要容量は、全交流動力電源喪失時に必要な直流負荷へ電力を供給する容量を
以下の通り算出し、3,000Ah/組とする。 蓄電池(3系統目)の容量の算出にあたっては、Ａ系よりも負荷の
大きいＢ系により行うこととし、その負荷を第1表に示す。

以上より、蓄電池(3系統目)
の容量は、2,452Ahを上回
る3,000Ah/組とする。

（参考文献：「据置蓄電池の容量算出法」
（SBA S 0601-2014））

Ｃ＝
1

Ｌ
Ｋ

1
∙Ｉ

1
＋Ｋ

2
Ｉ

2
－Ｉ

1
＋Ｋ

3
Ｉ

3
－Ｉ

2
＋Ｋ

4
Ｉ

4
－Ｉ

3
 

＋Ｋ
5
Ｉ

5
－Ｉ

4
＋Ｋ

6
Ｉ

6
－Ｉ

5
  

 ＝
1

0.8
23.90×542＋23.89× 246－542 ＋23.82× 216－246 ＋22.92× 217－216  

＋22.90× 102－217 ＋14.90× 62－102   

 ＝2,452Ah 

Ｃ ：1,440分間（24時間）給電での必要容量（Ah） 

Ｌ ：保守率 ＝0.8 

Ｋ１ ：容量換算時間（時） ＝23.90 

Ｋ２ ：容量換算時間（時） ＝23.89 

Ｋ３ ：容量換算時間（時） ＝23.82 

Ｋ４ ：容量換算時間（時） ＝22.92 

Ｋ５ ：容量換算時間（時） ＝22.90 

Ｋ６ ：容量換算時間（時） ＝14.90  

Ｉ１ ：負荷電流（A） ＝542 

Ｉ２ ：負荷電流（A） ＝246 

Ｉ３ ：負荷電流（A） ＝216 

Ｉ４ ：負荷電流（A） ＝217 

Ｉ５ ：負荷電流（A） ＝102 

Ｉ６ ：負荷電流（A） ＝62 

第1表 蓄電池負荷積上げ（蓄電池（３系統目）） （単位：A） 

 

負荷名称 0～10秒 10～60秒 1～5分 5～59分 59～60分 60～540分 540～1440分 

３Ｂ直流分電盤 30.7 20.7 20.7 20.7 20.7 0.0 0.0 

３Ｂメタルクラッドスイッチギヤ 

54.1 50.1  5.1 5.1 5.1 5.1 5.1 ３Ｂ１パワーセンター 

３Ｂ２パワーセンター 

３Ｂタービン動補助給水ポンプ起動盤 92.6 92.6 30.6 1.0 1.0 1.0 1.0 

３Ｂ計装用電源 93.4 93.4 93.4 93.4 93.4 93.4 52.9 

３Ｄ計装用電源 93.4 93.4 93.4 93.4 93.4 0.0 0.0 

３Ｂディーゼル発電機励磁機盤 175.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 

３Ｂディーゼル発電機制御盤 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 2.2 

試験箱（Ｍ／Ｃ、Ｐ／Ｃ） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

共通電源 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

３Ｂ直流き電盤負荷遠隔停止回路制御電源 0.0 0.0 0.0 0.0 1.0 0.0 0.0 

合     計(A) 541.5 352.5 245.5 215.9 216.9 101.8 61.3 

評価に使用する電流値 542 246 216 217 102 62 
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（２）安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性（添付資料３詳細）
ａ．多様性及び位置的分散

11５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（２／６）（美浜３号機）

所内常設直流電源設備（３系統目）は、設計基準事故対処設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう、可能
な限り多様性、独立性、位置的分散を考慮して適切な措置を講じた設計とする。
① 自然現象に対する考慮

【地震、地滑り、津波】
・ 所内常設直流電源設備（３系統目）が設置される特重施設の建屋等の地盤の評価及び耐震設計、耐津波設計につ

いては、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。
・ 所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計については、資料6「耐震性に関する説明書」に基づき実施する。
【風(台風)、竜巻、落雷、生物学的事象、森林火災及び高潮】
・ 風(台風)、落雷、生物学的事象及び森林火災に対しては、損傷の防止のため特重施設の建屋内に設置する。
・ 竜巻に対して設計基準事故対処設備と位置的分散が図られた特重施設の建屋内に設置する。
・ 高潮に対して津波防護対策を行うことにより影響を受けない設計とする。
これらの設計については、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。

② 外部人為事象に対する考慮
・ 近隣工場等の火災（発電所敷地内に存在する危険物タンクの火災、航空機墜落による火災、発電所港湾内に入港する

船舶の火災及びばい煙等の二次的影響）及び有毒ガスに対して、設計基準事故対処設備と位置的分散が図られた特重
施設の建屋内に設置する。

これらの設計については、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。
③ 火災、溢水に対する考慮
・ 資料4「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」、資料5「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」に基

づき実施する。
④ サポート系に対する考慮
・ サポート系として所内常設直流電源設備（３系統目）に供給される電力を考慮し、充電元となる電源は、設計基準事故

対処設備と可能な限り異なる交流電源とする。
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（２）安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全性（添付資料３詳細）
ａ．多様性及び位置的分散

５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（２／６）（大飯３，４号機）

所内常設直流電源設備（３系統目）は、設計基準事故対処設備と同時にその機能が損なわれるおそれがないよう、可能
な限り多様性、独立性、位置的分散を考慮して適切な措置を講じた設計とする。
① 自然現象に対する考慮

【地震、地滑り、津波】
・ 所内常設直流電源設備（３系統目）が設置される特重施設の建屋等の地盤の評価及び耐震設計、耐津波設計につ

いては、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。
・ 所内常設直流電源設備（３系統目）の耐震設計については、資料6「耐震性に関する説明書」に基づき実施する。
【風(台風)、竜巻、落雷、生物学的事象、森林火災及び高潮】
・ 風(台風)、落雷及び生物学的事象に対しては損傷の防止のため、特重施設の建屋内に設置する。
・ 竜巻及び森林火災に対しては、設計基準事故対処設備と位置的分散が図られた特重施設の建屋内に設置する。
・ 高潮に対して津波防護対策を行うことにより影響を受けない設計とする。
これらの設計については、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。

② 外部人為事象に対する考慮
・ 近隣工場等の火災（発電所敷地内に存在する危険物タンクの火災、航空機墜落による火災、発電所港湾内に入港する

船舶の火災及びばい煙等の二次的影響）及び有毒ガスに対して、設計基準事故対処設備と位置的分散が図られた特重
施設の建屋内に設置する。

これらの設計については、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。
③ 火災、溢水に対する考慮
・ 資料4「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」、資料5「発電用原子炉施設の溢水防護に関する説明書」に基

づき実施する。
④ サポート系に対する考慮
・ サポート系として所内常設直流電源設備（３系統目）に供給される電力を考慮し、充電元となる電源は、設計基準事故

対処設備と可能な限り異なる交流電源とする。
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ｂ．悪影響防止

12５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（３／６）（美浜-大飯 差異なし）

所内常設直流電源設備（３系統目）は、他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。他の設備に悪影響を及ぼす要因とし
ては、地震、火災、風（台風）及び竜巻並びに他の設備への系統的な影響を考慮する。
① 地震、火災による影響
・ 資料6「耐震性に関する説明書」、資料4「発電用原子炉施設の火災防護に関する説明書」に基づき実施する。

② 風(台風)及び竜巻による影響
・ 設計基準事故対処設備と位置的分散が図られた特重施設の建屋内に設置することで、他の設備に悪影響を及ぼさない設

計とする。設計については、特重施設の設計及び工事計画認可申請書による。
③ 他の設備への系統的な影響(電気的な影響を含む。) 
・ 他の設備に悪影響を及ぼさないように、遮断器の操作によって、通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統

構成及び系統隔離をすることにより、他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

ｃ．環境条件等

ｄ．操作性及び試験・検査性

所内常設直流電源設備（３系統目）は、想定される重大事故等が発生した場合における温度、放射線、荷重及びその他
の使用条件において、その機能が有効に発揮できるよう、その設置（使用）場所に応じた耐環境性を有する設計とするとともに、
操作が可能な設計とする。その他の使用条件として環境圧力、湿度による影響、電磁波による影響及び周辺機器等からの悪影
響を考慮する。

所内常設直流電源設備（３系統目）は、想定される重大事故等が発生した場合においても、操作環境、操作準備及び操
作内容を考慮して確実に操作できる設計とする。また、健全性及び能力を確認するため、電圧測定等※１が可能な設計とする。

※１：使用前事業者検査及び定期事業者検査においては、電圧測定の他、蓄電池の容量試験、絶縁抵抗測定、外観目視確認を実施する。



（３）火災防護対策（添付資料４詳細）

13５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（４／６）（美浜-大飯 差異なし）

ｂ．火災の発生防止
① 所内常設直流電源設備（３系統目）の火災発生防止
・ 蓄電池を設置する火災区域又は火災区画（蓄電池室）は、水素濃度検知器を設置し、水素検知により警報を発する設

計とする。 また、蓄電池室は排気ファンによる機械換気を行う設計とし、換気空調設備が停止した場合には、警報を発する設
計とする。

・ 蓄電池室には、発火源となる直流開閉装置やインバータを設置しない設計とする。
・ 電気系統は、過電流による過熱や焼損を防止するために、保護継電器、遮断器により、故障回路を早期に遮断する設計とす

る。
② 不燃性材料又は難燃性材料の使用
・ 主要な構造材及び建屋の内装材は、不燃性材料又は同等の性能を有する材料、換気空調設備のフィルタは難燃性材料、

屋内の変圧器及び遮断器は、絶縁油を内包しないものを使用する設計とする。
・ 所内常設直流電源設備（３系統目）に使用するケーブルは、難燃ケーブルを使用する設計とする。
③ 落雷、地震等の自然現象による火災発生の防止
・ 自然現象に対する火災発生防止対策として、避雷設備を設置する設計、耐震設計、森林火災から防護する設計及び竜巻

から防護する設計とする。

ａ．火災区域及び火災区画の設定
・所内常設直流電源設備（３系統目）に係る火災区域及び火災区画の設定については、特重施設の工事計画による。



５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（５／６）（美浜-大飯 差異なし） 14

・ 火災受信機盤は、中央制御室で常時監視でき、非常用電源からの受電も可能な設計とする。 また、緊急時対策所及び特
重施設内においても、監視できる設計とする。

・ 消火設備は、消火対象の特徴を考慮して、スプリンクラー又はガス消火設備等を設置する設計とする。蓄電池室には全域ハ
ロン消火設備を設置する設計とする。各消火設備は、消防法施行令に基づく容量等を確保し、全交流動力電源喪失を想
定した電源の確保を考慮した設計とする。

・ 所内常設直流電源設備（３系統目）を設置する火災区域又は火災区画の火災感知設備及び消火設備は、地震時及
び地震後において基準地震動Ssによる地震力に対し、機能及び性能を保持する設計とする。

図１：全域ハロン消火設備構成図

c．火災の感知及び消火
・ 火災感知器は、固有の信号を発するアナログ式の煙感知器、アナログ式の熱感知器、アナログ式でない炎感知器から異なる

種類の感知器を組合せて設置する設計とする。



（４）溢水防護対策（添付資料５詳細）

15５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（６／６）（美浜３号機）

（５）耐震設計（添付資料６詳細）
① 蓄電池（3系統目）、充電器（3系統目蓄電池用）

基準地震動Ssによる地震力に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことに加え、弾性設計用地震動Sdに
よる地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計であるかを評価し、いずれも、
応力の発生値は評価基準値を満足していることを確認した。

② 消火設備配管
基準地震動Ssによる地震力に対し、火災を早期に消火する機能を保持するために、耐震性を有するかを評価し、特重施設の設計及び工事計画

認可申請書に記載の標準支持間隔法により応力評価を実施し、消火設備配管の支持間隔及び評価対象部位に発生する応力が許容限界内に
収まることを確認した。
特重施設に設置する消火設備配管の支持間隔が標準支持間隔に収まる設計とする。

蓄電池（３系統目）及び充電器（３系統目蓄電池用）を防護すべき設備とし、溢水による機能影響を評価した。
① 溢水評価
・ 没水影響については、発生を想定する溢水水位と、防護すべき設備の機能喪失高さを比較し、防護すべき設備が没水して要求される機能を損

なうおそれのないことを確認した。
・ 被水影響については、設計基準事故対処設備との配置も含めて位置的分散が図られており、要求される機能を損なうおそれはないことを確認した。
・ 蒸気影響については、防護すべき設備の設置場所に高エネルギー配管がない設計とするため、評価不要とした。

② 建屋外からの流入防止に関する溢水評価
・ 屋外タンクで発生する溢水の影響はない。

（６）強度設計（添付資料７詳細）
① 消火設備（主配管）

その他発電用原子炉の附属施設（火災防護設備）消火設備（主配管）について、鋼管の最小厚さがすべて計算上必要
な厚さ以上であり、十分な強度を有することを確認した。
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（４）溢水防護対策（添付資料５詳細）

５．所内常設直流電源設備（３系統目）の詳細設計（６／６）（大飯３、４号機）

（５）耐震設計（添付資料６詳細）

蓄電池（３系統目）、充電器（３系統目蓄電池用）、ケーブル接続盤（３系統目蓄電池用）及び切替盤（３系統目蓄電池用）を防護
すべき設備とし、溢水による機能影響を評価した。
① 溢水評価
・ 没水影響については、発生を想定する溢水水位と、防護すべき設備の機能喪失高さを比較し、防護すべき設備が没水して要求される機能を損

なうおそれのないことを確認した。
・ 被水影響については、蓄電池（３系統目）及び充電器（３系統目蓄電池用）は、設計基準事故対処設備との配置も含めて位置的分散が

図られており、要求される機能を損なうおそれはないことを確認した。また、ケーブル接続盤（３系統目蓄電池用）及び切替盤（３系統目蓄電
池用）は、被水防護措置がなされており、要求される機能を損なうおそれはないことを確認した。

・ 蒸気影響については、蓄電池（３系統目）、充電器（３系統目蓄電池用）及び切替盤（３系統目蓄電池用）は、設置場所に高エネル
ギー配管がない設計とするため、評価不要とした。また、ケーブル接続盤（３系統目蓄電池用）は、漏えい蒸気による環境条件が設備の健全性
が確認されている条件を超えないため、要求される機能を損なうおそれはないことを確認した。

② 建屋外からの流入防止に関する溢水評価
・ 屋外タンクで発生する溢水の影響はない。

① 蓄電池（3系統目）、充電器（3系統目蓄電池用）
基準地震動Ssによる地震力に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそれがないことに加え、弾性設計用地震動Sdによ

る地震力または静的地震力のいずれか大きい方の地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられる設計であるかを評価し、いずれも、
応力の発生値は評価基準値を満足していることを確認した。

② 消火設備配管
基準地震動Ssによる地震力に対し、火災を早期に消火する機能を保持するために、耐震性を有するかを評価し、特重施設の設計及び工事計画

認可申請書に記載の標準支持間隔法により応力評価を実施し、消火設備配管の支持間隔及び評価対象部位に発生する応力が許容限界内に
収まることを確認した。特重施設に設置する消火設備配管の支持間隔が標準支持間隔に収まる設計とする。

（６）強度設計（添付資料７詳細）
① 消火設備（主配管）

その他発電用原子炉の附属施設（火災防護設備）消火設備（主配管）について、鋼管の最小厚さがすべて計算上必要な厚さ以上であり、
十分な強度を有することを確認した。

15 -2



…

2020年 2021年 2022年

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

… 1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

10
月

11
月

12
月

1
月

… ８
月

…

設置
許可

工事
計画

▼4/23 所内常設直流電源設備（３系統目）の設計及び
工事計画認可申請

■４/６ 特定重大事故等対処施設の設計及び工事計画認可

▼2020年7月 許可

６．所内常設直流電源設備（３系統目）設置工事の全体工程（美浜３号機）

▼2018年4月 許可申請

■ 7/10 特定重大事故等対処施設の設計及び工事計画認可申請

現地工事

設置期限
▼10/25 ※

設計及び工事計画審査
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【発電用原子炉設置変更許可】
・２０１８年４月２０日 美浜３号炉 所内常設直流電源設備（３系統目）設置に係る設置変更許可申請
・２０２０年７月 ８日 設置変更許可

【設計及び工事計画認可】
・２０２１年４月２３日 美浜３号機 所内常設直流電源設備（３系統目）の設計及び工事計画認可申請

【参 考】
・２０２１年４月 ６日 特定重大事故等対処施設（所内常設直流電源設備（３系統目）の設置場所）の設計

及び工事計画認可

※ ２０２１年５月２１日 原子炉設置変更許可申請書工事計画変更届出にて竣工時期を「未定」に変更した。
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▼4/23 所内常設直流電源設備（３系統目）
の設計及び工事計画認可申請

▼2020年2月 許可

６．所内常設直流電源設備（３系統目）設置工事の全体工程（大飯３、４号機）
【発電用原子炉設置変更許可】

・２０１９年３月 ８日 大飯３、４号炉 所内常設直流電源設備（３系統目）設置に係る設置変更許可申請
・２０２０年２月２６日 設置変更許可

【設計及び工事計画認可】
・２０２１年４月２３日 大飯３号機及び４号機 所内常設直流電源設備（３系統目）の設計及び工事計画認可申請

【参 考】
・２０２０年８月２６日 特定重大事故等対処施設（所内常設直流電源設備（３系統目）の設置場所）の設計及び工事

計画申請(第２回)

▼2019年3月 許可申請

■ 8/26 特定重大事故等対処施設の設計及び工事計画認可（第2回）申請

３号機現地工事
▼8/24

設置期限

４号機現地工事

設計及び工事計画審査

16 -2



参考資料
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（参考）発電用原子炉設置変更許可の概要（１／５）（美浜-大飯 差異なし） 18

制御弁式鉛蓄電池は、ベント形鉛蓄電池に比べて以下の点で優位性がある。また、同じ鉛蓄電池であるが、構造や性質が異なるた
め多様性を図っているともいえる。

○１組での大容量実装が可能
制御弁式鉛蓄電池１組の最大容量の約3,000A･hを採用しており、ベント形蓄電池の１組の最大容量（約2,400A・h）以
上となっている。１系統あたりの部品構成数が少なくなる事は全体の故障発生を小さくする優位性があることに加え、設置スペース
の縮小が可能となる。

○エネルギー保持性能が高い
ベント形よりエネルギー保持特性が高く、自己放電率が低い。

○水素放出量が小さい
過充電時の水素放出量はベント形に比べて少ない。（必要換気量も２割小さくする事が可能）

○不具合発生時の早期対応が可能
鉛蓄電池としての生産流通で主流型となっており、故障時等の入れ替えや部品手配についてベント形より余裕がある。

名称 仕様

蓄電池（３系統目）

型 式 鉛蓄電池
組 数 １
容 量 約3,000A・ｈ
電 圧 143V（浮動充電時）

蓄電池（３系統目）は、既設の直流電源設備である蓄電池（安全防護系用）で採用されているベント形
鉛蓄電池と同等の信頼性を有し、構造や性質が異なる制御弁式鉛蓄電池を採用する。
蓄電池（３系統目）の仕様は以下のとおり。

所内常設直流電源設備（３系統目）について
【美浜発電所 第３号炉】 ２０２０年７月 ８日 発電用原子炉設置変更許可
【大飯発電所 第３，４号炉】２０２０年２月２６日 発電用原子炉設置変更許可



（参考）発電用原子炉設置変更許可の概要（２／５）（美浜-大飯 差異なし） 19

設置許可基準第57条の要求について、設備及び設置場所に対する考慮事項を以下のとおり整理する。

設置許可基準規則

設計基準対象施設 重大事故等対処施設

第33条第2項
第57条第1項 b)
【1系統目】

第57条第1項 c)
【2系統目】

第57条第2項
【3系統目】

対象設備 蓄電池（安全防護系用） 蓄電池（安全防護系用） 可搬式整流器 蓄電池（３系統目）

多重性又は
多様性

・Ａ系及びＢ系の多重化
・ベント形鉛蓄電池

・Ａ系及びＢ系いずれの
系統に対しても給電可能

・ベント形鉛蓄電池

・Ａ系及びＢ系いずれの
系統に対しても給電可能

・可搬設備

・Ａ系及びＢ系いずれの系統に
対しても給電可能

・制御弁式鉛蓄電池

号炉間の共用 ・共用しない設計 ・同左 ・同左 ・同左

耐震性

・基準地震動Ssによる地震力に
対して、その安全機能が保持
できること

・弾性設計用地震動Sdによる地
震力又は静的地震力のいずれ
か大きい方の地震力に対して、
おおむね弾性状態に留まる範
囲で耐えること

・基準地震動Ssによる地震
力に対して、その安全性
が保持できること

・基準地震動Ssによる地震
力に対して、その安全性
が保持できること

・基準地震動Ssによる地震力に
対して、必要な機能が保持で
きること

・弾性設計用地震動Sdによる地
震力又は静的地震力のいずれ
か大きい方の地震力に対して、
おおむね弾性状態に留まる範
囲で耐えること

地震
・適用される地震力に対して安
全上支障がないことが確認さ
れた建屋に設置

・同左
・地震による周辺斜面の崩
壊を受けない場所に適切
に保管

・適用される地震力に対して安
全上支障がないことが確認さ
れた建屋に設置

津波
・津波の影響を受けない場所に
設置

・同左 ・同左 ・同左

火災
・火災発生防止、感知・消火及
び影響軽減対策を実施

・火災発生防止及び感知・
消火対策を実施

・同左 ・同左

溢水
・溢水による影響を考慮した設
置高さ（場所）に設置

・同左 ・屋内に設置（分散配置）
・溢水による影響を考慮した設
置高さ（場所）に設置

外部からの衝撃 ・頑健性を確保した建屋に設置 ・同左 ・屋内に設置（分散配置） ・頑健性を確保した建屋に設置

位置的分散 ・Ａ系及びＢ系の区画分離 ・同左
・蓄電池（安全防護系用）
と位置的分散

・蓄電池（安全防護系用）及び
可搬式整流器と位置的分散

設
備
に
対
す
る
考
慮
事
項

設
置
場
所
に
対
す
る
考
慮
事
項



（参考）発電用原子炉設置変更許可の概要（３／５）（美浜３号機） 20

蓄電池（３系統目）は、特に高い信頼性（耐震性等）を確保するために、特定重大事故等対処施設の
建屋内に配備する。また操作箇所は原子炉補助建屋内のみであり、操作内容は以下のとおり。

※負荷名称は変更の可能性あり

-1

（特定重大事故等対処施設の建屋内）

切替盤内のＮＦＢ（電源側）は通常「切」、
ＮＦＢ（負荷側）は通常「入」

Ａ，Ｂ直流き電盤のＮＦＢ（切替盤側）は
通常いずれか一方が「入」、他方が「切」

〇
〇×

×
①入

②入

③切

【蓄電池（３系統目）からＡ系に給電する場合の手順】
① 切替盤内のＮＦＢ（電源側）を中央制御室から

遠隔操作で「入」
② Ａ直流き電盤ＮＦＢ（切替盤側）を 「入」

（通常Ａ系「入」の場合はＡ系「入」確認、
通常Ａ系「切」の場合はＢ系「切」後にＡ系「入」）

③ Ａ直流き電盤ＮＦＢ（Ａ蓄電池側）を「切」

◎操作手順



（参考）発電用原子炉設置変更許可の概要（３／５）（大飯３，４号機）

蓄電池（３系統目）は、特に高い信頼性（耐震性等）を確保するために、特定重大事故等対処施設の
建屋内に配備する。また操作箇所は制御建屋のみであり、操作内容は以下のとおり。

（特定重大事故等対処施設の建屋内）

（３号炉Ａ系統の場合）※負荷名称は変更の可能性あり

20 -2

切替盤内のＮＦＢは通常「入」

Ａ，Ｂ直流き電盤ＮＦＢ（切替盤側）は、
通常時は両系統とも「切」

【蓄電池(３系統目)からＡ系に給電する場合の手順】
① Ａ直流き電盤ＮＦＢ(切替盤側)を 「入」
② Ａ直流き電盤ＮＦＢ(Ａ蓄電池側）を 「切」
③ ＳＢＯ発生後、８時間以降に計装用分電盤ＮＦＢ

にて不要負荷を 「切」

〇①入 ×
×
②切

③切×
◎操作手順



（参考）発電用原子炉設置変更許可の概要（４／５）（美浜-大飯 差異なし） 21

【基本的な運用】
• 蓄電池（安全防護系用）２系統のうち、１系統において、想定外の枯渇等による機能喪失があった場合に、

給電を開始し、２４時間以上にわたって給電を継続する。
• なお、可搬式整流器の準備が完了次第、同設備からの給電に切り替え、更に長期にわたる給電を可能とする。

本文十号、添付書類十（手順）
重大事故等防止技術的能力基準1.0、重大事故等防止技術的能力基準2.1
1.14電源等の手順、1.15事故時計装※１

＜変更申請書＞

※１：電源の文言追加のみの修正

蓄電池（３系統目）を設置するにあたり、運用方法を決定し、手順を定める。

非常用DG起動失敗
運転継続失敗

B系 蓄電池
（安全防護系用）

外部電源

常設代替交流電源(空冷式非常用発電装置)、可搬型代替交流電源（電源車）

可搬型代替直流電源（電源車＋可搬式整流器）
（２系統目）

A系 蓄電池
（安全防護系用）

SBO発生 24時間

DB兼SA蓄電池
(１系統目) 想定外の枯渇などにより

片トレンの直流電源が機能喪失

24時間以上給電可能

蓄電池(３系統目)



（参考）発電用原子炉設置変更許可の概要（５／５）（美浜-大飯 差異なし） 22

全交流動力電源喪失時、直流負荷は蓄電池（安全防護系用）から自動給電される。交流動力電源設備
が復旧できない場合は、蓄電池（安全防護系用）により、24時間以上にわたって給電が継続される。
蓄電池（安全防護系用）の機能が喪失した場合、蓄電池（３系統目）を使用する。なお、可搬式整流器
の準備が完了した場合には、同設備から給電することにより、長期にわたる直流負荷への給電を可能とする。



（参考）蓄電池（３系統目）直流電路の電圧降下評価（美浜３号機）

蓄電池（３系統目）の電圧は、電圧降下を考慮しても負荷の最低許容電圧に対して余裕のある設計とする。
蓄電池（３系統目）の直流電路電圧降下計算ならびに評価結果を以下に示す。

○評価条件
・ 負荷電流：SBO時に継続的に長期給電する負荷電流は、ＳＡ監視計器用電源の定格電流（約50A）、その他を含めて

約70Aとする。
・ ケーブル長：配線予定総長は約640m（特重施設の建屋内 約60m＋建屋間 約470m＋既設建屋内 約110m）
・ ケーブルサイズ：特重施設の建屋内 150sq×4条、建屋間 250sq×1条、既設建屋内 250sq×1条

○電圧降下及び評価結果
・評価条件から電圧降下を計算すると以下のとおり約7.8Vとなる。

・蓄電池端電圧115.2V > 負荷の最低許容電圧100V＋電圧降下7.8V＝107.8Vであることから、
蓄電池（３系統目）の電圧は、電圧降下分を考慮しても負荷の最低許容電圧に対して余裕のある設計である。

・蓄電池の最低終止電圧：1.8V
・蓄電池端電圧：1.8V×64セル＝115.2V
・ＳＡ監視計器用電源の最低許容電圧：100V

：ケーブルの抵抗値
：ケーブル亘長
：負荷電流
：ケーブル内許容電圧降下

【電圧降下の算出式】

)(
1000

2
1 VIRLVC 　

R )/( km　

L )(m　

I )A(　

1CV )(V　

 充電器(3系統目蓄電池用) 

DC125V  
直流き電盤 

蓄電池（3系統目） 
 3000A・h 

計器用 
電源 
7kVA 

ケーブルサイズ：250mm2，150mm2 
ケーブル長：640m 

ケーブル抵抗値：0.0938Ω/km，0.075Ω/km 

23 -1



（参考）蓄電池（３系統目）直流電路の電圧降下評価（大飯３，４号機）

蓄電池（３系統目）の電圧は、電圧降下を考慮しても負荷の最低許容電圧に対して余裕のある設計とする。
蓄電池（３系統目）の直流電路電圧降下計算ならびに評価結果を以下に示す。

○評価条件
・ 負荷電流：SBO時に継続的に長期給電する負荷電流は、計装用電源の定格電流（約100A）、その他を含めて約110Aとする。
・ ケーブル長：配線予定総長は約1,400m（特重施設の建屋内及び建屋間 約950m＋既設建屋内 約450m）
・ ケーブルサイズ：特重施設の建屋内及び建屋間 250sq×3条、既設建屋内 250sq×2条

○電圧降下及び評価結果
・評価条件から電圧降下を計算すると以下のとおり約11.2Vとなる。

・蓄電池端電圧115.2V > 負荷の最低許容電圧100V＋電圧降下11.2V＝111.2Vであることから、
蓄電池（３系統目）の電圧は、電圧降下分を考慮しても負荷の最低許容電圧に対して余裕のある設計である。

・蓄電池の最低終止電圧：1.8V
・蓄電池端電圧：1.8V×64セル＝115.2V
・計装用電源の最低許容電圧：100V

：ケーブルの抵抗値
：ケーブル亘長
：負荷電流
：ケーブル内許容電圧降下

【電圧降下の算出式】

)(
1000

2
1 VIRLVC 　

R )/( km　

L )(m　

I )A(　

1CV )(V　

 充電器(3系統目蓄電池用) 

DC125V  
直流き電盤 

蓄電池（3系統目） 
 3000A・h 

計器用 
電源 
7kVA 

ケーブルサイズ：250mm2 
ケーブル長：1400m 

ケーブル抵抗値：0.0938Ω/km 

23 -2

∆ 1 = 2 × 950 × 0.0938 × 110 ÷ 31000 + 2 × 450 × 0.0938 × 110 ÷ 21000 = 11.178 ≅ 11.2( ) 



（参考）本工事計画における技術基準規則の適合性について（１／２）（美浜-大飯 差異なし） 24

今回の設計及び工事計画認可申請における技術基準規則の適合性について下記の通り示す。

技術基準規則 考え方

（第８条）
立ち入りの防止

本設計及び工事の計画は、立ち入りの防止が図られた区域内の特定重大事故等対処施設の建屋内に所内常設直流電源設
備（３系統目）を設置する工事であり、特定重大事故等対処施設の建屋における立入りの防止に関する設計は、既工事計
画において、適合性が確認された状態と同じであり、適合性が確認された内容を変更するものではないことは明らかである。

（第９条）
発電用原子炉施設への人の
不法な侵入等の防止

本設計及び工事の計画は、人の不法な侵入や不正アクセス行為等の防止が図られた区域内の特定重大事故等対処施設の建
屋内に所内常設直流電源設備（３系統目）を設置する工事であり、特定重大事故等対処施設の建屋における人の不法な
侵入等の防止に関する設計は、既工事計画において、適合性が確認された状態と同じであり、適合性が確認された内容を変更
するものではないことは明らかである。

（第１０条）
急傾斜地の崩壊の防止

本設計及び工事の計画は、急傾斜地崩壊危険区域でない地域に設置されている特定重大事故等対処施設の建屋内に所内
常設直流電源設備（３系統目）を設置する工事であり、特定重大事故等対処施設の建屋における急傾斜地の崩壊の防止
に関する設計は、既工事計画において、適合性が確認された状態と同じであり、適合性が確認された内容を変更するものではな
いことは明らかである。

（第１３条）
安全避難通路等

本設計及び工事の計画は、安全避難通路等が設定された特定重大事故等対処施設の建屋内に所内常設直流電源設備
（３系統目）を設置する工事であり、所内常設直流電源設備（３系統目）設置に伴い、特定重大事故等対処施設の建屋
内の安全避難通路等に関する設計を変更するものではなく、既工事計画において適合性が確認された状態と同じであり、適合
性が確認された内容を変更するものではないことは明らかである。

（第４７条）
警報装置等

本設計及び工事の計画は、警報装置等が設定された特定重大事故等対処施設の建屋内に所内常設直流電源設備（３系
統目）を設置する工事であり、所内常設直流電源設備（３系統目）設置に伴い、特定重大事故等対処施設の建屋内の警
報装置等に関する設計を変更するものではなく、既工事計画において適合性が確認された状態と同じであり、適合性が確認され
た内容を変更するものではないことは明らかである。



（参考）本工事計画における技術基準規則の適合性について（２／２）（美浜-大飯 差異なし） 25

今回の設計及び工事計画認可申請における技術基準規則の適合性について下記の通り示す。

技術基準規則 考え方

（第４９条）
重大事故等対処施設の地盤

本設計及び工事の計画は、十分な支持性能を持つ地盤に設置されている特定重大事故等対処施設の建屋に所内常設直流
電源設備（３系統目）を設置する工事であり、特定重大事故等対処施設の建屋を設置する地盤の支持性能は、既工事計
画において適合性が確認された状態と同じであり、適合性が確認された内容を変更するものではないことは明らかである。

（第５０条）
地震による損傷の防止

所内常設直流電源設備（３系統目）が、地震による損傷の防止が図られた設計であることを確認する必要があるため、工事
の内容（本申請内容）に関連し、技術基準に適合していることを確認した。

（第５１条）
津波による損傷の防止

本設計及び工事の計画は、津波による損傷の防止が図られた特定重大事故等対処施設の建屋に所内常設直流電源設備
（３系統目）を設置する工事であり、津波による損傷の防止が図られた特定重大事故等対処施設の建屋の設計は、既工事
計画において適合性が確認された状態と同じであり、適合性が確認された内容を変更するものではないことは明らかである。

（第５２条）
火災による損傷の防止

所内常設直流電源設備（３系統目）が、火災による損傷の防止が図られた設計であることを確認する必要があるため、工事
の内容（本申請内容）に関連し、技術基準に適合していることを確認した。
なお、申請を行う設備が火災により重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれないよう、火災防護設備として全域ハロ
ン消火設備の主配管を追加設置する。

（第５４条）
重大事故等対処設備

所内常設直流電源設備（３系統目）が、重大事故等対処設備としての機能を有する設計であることを確認する必要があるた
め、工事の内容（本申請内容）に関連し、技術基準に適合していることを確認した。

（第７２条）
電源設備

所内常設直流電源設備（３系統目）が、電源設備に該当するため、工事の内容（本申請内容）に関連し、技術基準に適
合していることを確認した。

（第７８条）
準用

所内常設直流電源設備（３系統目）が、原子力発電工作物に係る電気設備に該当し、「原子力発電工作物に係る電気
設備に関する技術基準を定める命令」への適合性を確認する必要があるため、工事の内容（本申請内容）に関連し、技術基
準に適合していることを確認した。



（参考）技術基準規則第54条及び第72条に基づく設計の整理（１／３）（美浜３号機） 26

所内常設直流電源設備（３系統目）に係る基本設計方針
(４ 非常用電源設備の基本設計方針、適用基準及び適用規格（１）基本設計方針より)

第54条
該当項目

（主な記載）

第72条第2項該当項目
備考電気の

供給
特に高い
信頼性

・更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪
失）した場合に、重大事故等の対応に必要な設備に直流電力を供給するため、特に高い信頼性を
有する所内常設直流電源設備（３系統目）として、蓄電池（３系統目）を使用する。

－ 〇 〇

・蓄電池（３系統目）は、充電器（３系統目蓄電池用）（400Aのものを１個）より、Ａ直流
母線又はＢ直流母線へ、電力を供給できる設計とする。

〇
(規則第2項

第1号)

〇
(容量) －

・この設備は、負荷切り離しを行わずに24時間（ただし、「負荷切り離しを行わずに」には、中央制御
室において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）にわたり、電力の供給を行うこと
が可能な設計とする。

〇
(規則第2項

第1号)

〇
(容量) －

・また、蓄電池（３系統目）及びその電路は、特に高い信頼性を有する直流電源設備とするため、
基準地震動Ssによる地震力に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ
れがないことに加え、弾性設計用地震動Sdによる地震力または静的地震力のいずれか大きい方の
地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられるように設計する。

〇
(規則第1項

第1号)
－ 〇

特に高い信頼性として、SA設備に要
求されるSs地震動評価に加え、弾
性評価も実施

・蓄電池（３系統目）を使用した直流電源は、蓄電池（３系統目）から直流き電盤までの系統
において独立した電路で系統構成することにより、蓄電池（安全防護系用）並びに電源車及び可
搬式整流器を用いた電源系統に対して独立した設計とする。

〇
(規則第2項
第3号,第3項

第7号)

〇
(もう一系統の

電源)
－

本申請による新設範囲は蓄電池
（３系統目）から切替盤までの電
路。切替盤から直流き電盤までの電
路の独立は既工認にて審査済。

・蓄電池（３系統目）は、原子炉補助建屋内のディーゼル発電機及び蓄電池（安全防護系
用）に対して、特重施設の建屋内に設置することで、位置的分散を図る設計とする。

〇
(規則第2項

第3号)

〇
(もう一系統

の電源)
－

・また、蓄電池（３系統目）は、原子炉補助建屋から100m以上の離隔距離を確保した複数箇
所に分散して保管する電源車及び原子炉補助建屋内の可搬式整流器を用いた可搬型直流電源
設備に対して、特重施設の建屋内に設置することで、位置的分散を図る設計とする。

〇
(規則第3項

第5号,第7号)
－ －

可搬SA設備は、常設SA設備と異な
る場所に保管が必要（常設SA設
備の後設置となるため、方針記載）

・電源車及び可搬式整流器を使用した直流電源は、空冷式のディーゼル発電機を使用し、原子炉
補助建屋内の蓄電池（安全防護系用）及び特重施設の建屋内の蓄電池（３系統目）に対し
て、電源車は原子炉補助建屋から100m以上の離隔距離を確保した複数箇所に分散して保管し、
可搬式整流器は原子炉補助建屋内の異なる区画に分散して保管することで、多様性及び位置的
分散を図る設計とする。

〇
(規則第3項

第5号,第7号)
－ －

可搬SA設備は、常設SA設備と異な
る場所に保管が必要

凡例 〇：該当 －：該当しない
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（参考）技術基準規則第54条及び第72条に基づく設計の整理（１／３）（大飯３，４号機）

所内常設直流電源設備（３系統目）に係る基本設計方針
(４ 非常用電源設備の基本設計方針、適用基準及び適用規格（１）基本設計方針より)

第54条
該当項目

（主な記載）

第72条第2項該当項目
備考電気の

供給
特に高い
信頼性

・更なる信頼性を向上するため、設計基準事故対処設備の電源が喪失（全交流動力電源喪
失）した場合に、重大事故等の対応に必要な設備に直流電力を供給するため、特に高い信頼性
を有する所内常設直流電源設備（３系統目）として、蓄電池（３系統目）を使用する。

－ 〇 〇

・蓄電池（３系統目）は、充電器（３系統目蓄電池用）（400Aのものを１個）より、Ａ直流
母線又はＢ直流母線へ、電力を供給できる設計とする。

〇
(規則第2項

第1号)

〇
(容量) －

・この設備は、負荷切り離しを行わずに8時間（ただし、「負荷切り離しを行わずに」には、中央制御
室において簡易な操作で負荷の切り離しを行う場合を含まない。）、その後、必要な負荷以外を切
り離して残り16時間の合計24時間にわたり、電力の供給を行うことが可能な設計とする。

〇
(規則第2項

第1号)

〇
(容量) －

・また、蓄電池（３系統目）及びその電路は、特に高い信頼性を有する直流電源設備とするため、
基準地震動Ssによる地震力に対して、重大事故等に対処するために必要な機能が損なわれるおそ
れがないことに加え、弾性設計用地震動Sdによる地震力または静的地震力のいずれか大きい方の
地震力に対して、おおむね弾性状態に留まる範囲で耐えられるように設計する。

〇
(規則第1項

第1号)
－ 〇

特に高い信頼性として、SA設備に
要求されるSs地震動評価に加え、
弾性評価も実施

・蓄電池（３系統目）を使用した直流電源は、蓄電池（３系統目）から直流き電盤までの系統
において独立した電路で系統構成することにより、蓄電池（安全防護系用）並びに電源車及び可
搬式整流器を用いた電源系統に対して独立した設計とする。

〇
(規則第2項
第3号,第3項

第7号)

〇
(もう一系統の

電源)
－

本申請による新設範囲は蓄電池
（３系統目）から直流き電盤まで
の電路。

・蓄電池（３系統目）は、原子炉周辺建屋内のディーゼル発電機及び制御建屋内の蓄電池
（安全防護系用）に対して、特重施設の建屋内に設置することで、位置的分散を図る設計とする。

〇
(規則第2項

第3号)

〇
(もう一系統

の電源)
－

・また、蓄電池（３系統目）は、原子炉周辺建屋から100m以上の離隔距離を確保した複数個
所に分散して保管する電源車及び制御建屋内の可搬式整流器を用いた可搬型直流電源設備に
対して、特重施設の建屋内に設置することで、位置的分散を図る設計とする。

〇
(規則第3項

第5号,第7号)
－ －

可搬SA設備は、常設SA設備と異
なる場所に保管が必要（常設SA
設備の後設置となるため、方針記
載）

・電源車及び可搬式整流器を使用した直流電源は、空冷式のディーゼル発電機を使用し、制御建
屋内の蓄電池（安全防護系用）及び特重施設の建屋内の蓄電池（３系統目）に対して、電
源車は原子炉周辺建屋から100m以上の離隔距離を確保した複数箇所に分散して保管し、可
搬式整流器は制御建屋内の異なる区画に分散して保管することで、多様性及び位置的分散を図
る設計とする。

〇
(規則第3項

第5号,第7号)
－ －

可搬SA設備は、常設SA設備と異
なる場所に保管が必要

凡例 〇：該当 －：該当しない
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凡例 〇：該当 －：該当しない

（参考）技術基準規則第54条及び第72条に基づく設計の整理（２／３）（美浜３号機）

所内常設直流電源設備（３系統目）に係る基本設計方針
(資料３ 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における

健全性に関する説明書より、地震・津波・溢水・火災を除く)

第54条
該当項目

（主な記載）

第72条該当項目
備考電気の

供給
特に高い
信頼性

2. 基本方針
2.1 多様性及び位置的分散
(1) 自然現象
b. 風（台風）、竜巻、落雷、生物学的事象、森林火災及び高潮
・風（台風）、落雷、生物学的事象及び森林火災に対して、これらの自然事象による損傷の
防止が図られた特重施設の建屋内に設置する。

〇
(規則第2項第3号) － －

・竜巻に対して、設計基準事故対処設備を設置若しくは保管する建屋と位置的分散が図られ
た特重施設の建屋内に設置する。

〇
(規則第2項第3号) － －

・高潮に対して津波防護対策を行うことにより影響を受けない設計とする。 〇
(規則第2項第3号) － －

(2) 外部人為事象
a.近隣工場等の火災（発電所敷地内に存在する危険物タンクの火災、航空機墜落による火
災、発電所港湾内に入港する船舶の火災及びばい煙等の二次的影響）及び有毒ガス
・設計基準事故対処設備を設置若しくは保管する建屋と位置的分散が図られた特重施設の建
屋内に設置する。

〇
(規則第2項第3号) － －

(5) サポート系
・サポート系として所内常設直流電源設備（３系統目）に供給される電力を考慮し、充電元
となる電源は、設計基準事故対処設備と可能な限り異なる交流電源とする。

〇
(規則第2項第3号) － －
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所内常設直流電源設備（３系統目）に係る基本設計方針
(資料３ 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における

健全性に関する説明書より、地震・津波・溢水・火災を除く)

第54条
該当項目

（主な記載）

第72条該当項目
備考電気の

供給
特に高い
信頼性

2. 基本方針
2.1 多様性及び位置的分散
(1) 自然現象
b. 風（台風）、竜巻、落雷、生物学的事象、森林火災及び高潮
・風（台風）、落雷及び生物学的事象に対して、これらの自然事象による損傷の防止が図られ
た特重施設の建屋内に設置する。

〇
(規則第2項第3号) － －

・竜巻及び森林火災に対して、設計基準事故対処設備を設置若しくは保管する建屋と位置的
分散が図られた特重施設の建屋内に設置する。

〇
(規則第2項第3号) － －

・高潮に対して津波防護対策を行うことにより影響を受けない設計とする。 〇
(規則第2項第3号) － －

(2) 外部人為事象
a.近隣工場等の火災（発電所敷地内に存在する危険物タンクの火災、航空機墜落による火
災、発電所港湾内に入港する船舶の火災及びばい煙等の二次的影響）及び有毒ガス
・設計基準事故対処設備を設置若しくは保管する建屋と位置的分散が図られた特重施設の建
屋内に設置する。

〇
(規則第2項第3号) － －

(5) サポート系
・サポート系として所内常設直流電源設備（３系統目）に供給される電力を考慮し、充電元
となる電源は、設計基準事故対処設備と可能な限り異なる交流電源とする。

〇
(規則第2項第3号) － －

凡例 〇：該当 －：該当しない

（参考）技術基準規則第54条及び第72条に基づく設計の整理（２／３）（大飯３、４号機） 27 -2
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所内常設直流電源設備（３系統目）に係る基本設計方針
(資料３ 安全設備及び重大事故等対処設備が使用される条件の下における

健全性に関する説明書より、地震・津波・溢水・火災を除く)

第54条
該当項目

（主な記載）

第72条該当項目
備考電気の

供給
特に高い
信頼性

2.2 悪影響防止
(3) 風（台風）及び竜巻による影響
・所内常設直流電源設備（３系統目）は、設計基準事故対処設備を設置若しくは保管す
る建屋と位置的分散が図られた特重施設の建屋内に設置することで、他の設備に悪影響を
及ぼさない設計とする。

〇
(規則第1項第5号) － －

(4) 他の設備への系統的な影響（電気的な影響を含む。）
・所内常設直流電源設備（３系統目）は、他の設備に悪影響を及ぼさないように、遮断器
の操作によって、通常時の系統構成から重大事故等対処設備としての系統構成及び系統隔
離をすることにより、他の設備に悪影響を及ぼさない設計とする。

〇
(規則第1項第4号,

第5号)
－ －

2.3 環境条件等
環境条件については、技術基準規則第54条第1項第1号、第6号に基づき、所内常設直流
電源設備（３系統目）は、想定される環境条件において、その機能を発揮できる設計とする。

〇
(規則第1項第1号,

第6号)
－ －

2.4 操作性及び試験・検査性
操作性及び試験・検査性については、技術基準規則第54条第1項第2号、第3号、第4号に
基づき、所内常設直流電源設備（３系統目）は、確実に操作できる設計とする。

〇
(規則第1項第2号,

第3号,第4号)
－ －

凡例 〇：該当 －：該当しない

（参考）技術基準規則第54条及び第72条に基づく設計の整理（３／３）（美浜-大飯 差異なし）


